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Ⅰ
 

高度地区の概要



都市計画法

第９条第１７項

建築物の高さの最高限度

Ⅰ 高度地区の概要

■高度地区とは

最高限高度地区

建築物の高さの最低限度

最低限高度地区

用途地域内において市街地の環境を
 維持し、又は土地利用の増進を図る



Ⅰ 高度地区の概要

■最高限高度地区

最高限高度地区
種類は７種類



①絶対高さ

②北側斜線

基点

Ⅰ 高度地区の概要

絶対高さ
 

＋
 

北側斜線

→ ５種類

■最高限高度地区



①絶対高さ

Ⅰ 高度地区の概要

■最高限高度地区

絶対高さのみ

→
 

2種類



Ⅰ 高度地区の概要

■最高限高度地区
第１種 第２種 第３種 第４種 第５種

第６種 第７種

１０
５

１２ １５
７

３１２０

１０
５
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０.６

１

北側斜線の勾配

※単位はメートル

７.５
２０

絶対高さのみ

絶対高さ＋北側斜線

N N N N N



Ⅰ 高度地区の概要

■最高限高度地区

工業専用地域を除く

用途地域に指定

約３１，２３５ｈａ



一定の高さ

以上に制限

Ⅰ 高度地区の概要

３種類

■最低限高度地区



Ⅰ 高度地区の概要

■最低限高度地区

最低限第１種

１４ｍ
以上

桜木町駅

Ｊ
Ｒ
根
岸
線

みなとみらい21中央地区周辺



Ⅰ 高度地区の概要

■最低限高度地区

新横浜駅前周辺

新横浜駅

最低限第１種

１４ｍ
以上

ＪＲ横浜線

東
海
道
新
幹
線



Ⅰ 高度地区の概要

■最低限高度地区
国道１号線

下末吉周辺

国
道
１
号
線

鶴
見
溝
ノ
口
線

鶴
見
川

国道１号線

新子安周辺

新子安駅

国
道
１号

線

最低限第３種

７ｍ
以上



Ⅱ
 

都市計画市素案



建築基準法第５８条

高度地区に関する都市計画で定められた

内容に適合する

高度地区内における建築物の高さ

建築確認の審査項目

Ⅱ 都市計画市素案

◇高度地区の審査

■背景・目的



◇建築確認について

Ⅱ 都市計画市素案

特定行政庁である横浜市の建築主事

民間の指定確認検査機関にも開放

建築基準法改正

指定確認検査機関との連携により

円滑な建築確認手続

現在、市内における建築確認件数の9割強

を指定確認検査機関が占めている

従来

平成11年

■背景・目的



Ⅱ 都市計画市素案

■都市計画市素案

◇敷地の北側に２以上の前面道路がある場合

における北側斜線の基点位置の明確化

◇最低限高度地区の制限の明確化

◇その他文言の修正

◇敷地の北側に道路等が連続する場合に

おける北側斜線の基点位置の明確化

建築確認手続の円滑化の一環として

計画書の記載内容の明確化



道路

水面、線路敷その他これらに類するもの

Ⅱ 都市計画市素案

◇敷地の北側に道路等が連続する場合における
 北側斜線の基点位置の明確化

幅の和の

１／２だけ緩和
Ｎ

建築物の敷地

変更前

建築物の敷地の北側の前面道路の反対側に、水面、線路敷その他これらに類す

 るものがある場合は、当該前面道路に接する境界線は、当該前面道路と水面、線

 路敷その他これらに類するものの幅の和の２分の１だけ外側にあるものとみなす。



道路、水面、線路敷その他これらに類するもの

Ⅱ 都市計画市素案

道路、水面、線路敷その他これらに類するもの

建築物の敷地

合計した幅の

１／２だけ緩和

変更後

建築物の敷地の北側に接する道路等の反対側にさらに道路等が連続してある場

 合は、当該道路等に接する敷地境界線は、これらの道路等のそれぞれの真北方

 向の幅を合計した幅の２分の１だけ外側にあるものとみなす。

Ｎ

◇敷地の北側に道路等が連続する場合における
 北側斜線の基点位置の明確化

※道路等：道路、水面、線路敷
その他これらに類するもの



Ⅱ 都市計画市素案

◇敷地の北側に２以上の前面道路がある場合

における北側斜線の基点位置の明確化

Ｎ

真北方向の幅の１／２

建築物の敷地

Ｌ
Ｌ/

２

Ｌ/
２

道路中心線

基点が複数

（
 

：
 

基点位置）



Ⅱ 都市計画市素案

◇最低限高度地区の制限の明確化

最低限高度地区

変更前 変更後

建築物の高さ 建築物の各部分の高さ

一定の高さ

以上に制限



Ⅱ 都市計画市素案

◇その他文言の修正

変更前 変更後

前面道路 敷地に接する道路

変更前 変更後

北側の前面道路又は隣地と
 の関係についての建築物の
 各部分の高さの最高限度で
 ある線

建築物の各部分から敷地境
 界線までの真北方向の水平
 距離に対する当該建築物の
 各部分の高さの最高限度で
 ある線

○「前面道路」について

○「北側斜線」について



Ⅲ
 

都市計画手続について



都
市
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画
市
素
案
説
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会
（
本
日
）
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市
計
画
市
素
案
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覧

（
平
成
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年
４
月
15
日
～
５
月
２
日
）

公
聴
会
（
平
成
23
年
５
月
31
日
）

※
公
述
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に
開
催

横
浜
市
都
市
計
画
審
議
会

都
市
計
画
法
に
基
づ
く
都
市
計
画
案
の

縦
覧
【
２
週
間
】

都
市
計
画
変
更
の
告
示

公述申出受付
意見書受付
【２週間】

Ⅲ 都市計画手続について



◆都市計画市素案の縦覧

期 間 平成２３年４月１５日(金)～５月２日(月)
(土、日、祝日を除く

 
午前８時４５分～午後５時１５分)

場 所 建築局都市計画課

※都市計画課ホームページで「市素案の概要」をご覧になれます。

日 時 平成２３年５月３１日(火)
 

午後７時～

場 所 横浜市開港記念会館
 

９号会議室

◆公聴会
 

(※公述の申出があった場合に開催します。)

Ⅲ 都市計画手続について



申 出 期 間

（※期間必着）

平成２３年４月１５日(金)～５月２日(月）

(土、日、祝日を除く午前８時４５分～午後５時１５分)

申 出 方 法 ・書面

 
(持参又は郵送)

指定の公述申出書(都市計画課窓口やホーム
ページで入手可)に記入の上、建築局都市計
画課へ

 
【５月２日(月)必着】

・電子申請
都市計画課ホームページから手続可能

【５月２日午後５時１５分まで】
※メンテナンス時間中(不定期)は、利用不可

申出多数の場合 １０名を超える場合、抽選を行います。

※公聴会の開催の有無については、５月９日(月)以降に
都市計画課ホームページ又は都市計画課までお電話等でご確認ください。

◆公述の申出

横浜市民又は利害関係人は、公述の申出ができます。

Ⅲ 都市計画手続について
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